
線に結ぶ水道である。多摩湖は正式
には村山貯水池といい、隣接する埼
玉県の狭山湖（山口貯水池）とともに
昭和初期に完成した東京から最も近
いダム湖である。湖の周回と武蔵野
市関前までの水道上21kmが多摩湖自
転車道として整備されており、昔の雑
木林の面影を残す緑地が続いている。
そんな水路沿いの「散歩道」は私の週末のカロリー消費

の道になっている。季節がよければ多摩川沿いや狭山の茶
畑まで足を延ばす。問題なのは「武蔵野うどん」の店が一
帯に点在していることである。水利の限られた武蔵野台地
は昔から小麦栽培が盛んで、独特のうどん文化が育まれて
きた。讃岐うどんのようなツルツル系とは一線を画した、
灰色のゴツゴツした野武士のような麺が特徴で、鰹だし強
めの豚バラ入り熱汁で食べる「肉汁うどん」が代表的メ
ニューである。東村山市の「きくや」、武蔵村山市の「満
月うどん」など素朴な佇まいの店を訪ねているうち、最近
では「サイクリングついでにうどん」というより、「うどん
屋に行く手段が自転車」になってきている。
ペダルをいくら踏んでも一向に体重が減少しないのは、

旨い肉汁うどんの所
せ

為
い

である。� （専務理事　日塔 貴昭）

先日、知人が私に「九段だよりの鉄道バナシ、いいです
ねぇ」と言う。鉄道好きの筆者に対する固定観念がそう言
わせたのだと思うが、この稿の主題は「日常生活の周辺に
ある旅」である。そこのところ自他ともに肝に銘じるべく、
今回は鉄道と無縁の話にする。
私は人生の過半を武蔵野台地に暮らしてきた。小平市に生

まれ、今は西東京市に住んでいる。荒川や多摩川といった立
派な堤防道のある河川から離れているが、近くの２つの人工
水路が格好の自転車での「散歩道」を提供している。
ひとつは玉川上水。1653年に急発展する江戸の水源とし
て、多摩川の羽村に堰を作り、四谷大木戸（現在の四谷三
丁目付近）まで43kmを開削してできた水路である。拝島
付近から久我山付近の沿道は樹林帯になっていて、主要道
路と交差する場所以外は信号がほとんど無い。羽村取水堰

まで遡
さかのぼ

ると上水を築いた玉
川庄右衛門・清右衛門兄弟
の像が立っており、ここを
起点に多摩川沿いを羽田の
河口まで50km続くサイクリ
ングロードが延びている。
もうひとつは多摩湖から
世田谷の和田掘給水所を直

⃝旅は日常に在り（３）
　水の道は自転車の道

（上）きくや、（下）満月うどん

（左）玉川兄弟像、（右）多摩湖自転車道
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